
 

 

図 1 体育授業の実施形態 

小学校に在籍する肢体不自由児のインクルーシブ体育推進に関する調査研究 
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Ⅰ 問題 

肢体不自由児・者はその障害の特性上，生活の

中ですでに多くの障壁に直面しているため，乗り

越える障壁の多さに委縮し，スポーツへの関心が

薄れてしまう可能性があることが指摘されている

(笹川スポーツ財団，2016)。 

金山(2013)は，障害児と健常児が同じクラスで

行う体育授業をインクルーシブ体育と定義してい

る。地域や学校でのスポーツ環境は分離システム

から全ての人を対象とするシステムへと変化して

きている(金山，2013)ことからも，誰もが共に運

動を楽しめる社会の実現に向けてインクルーシブ

体育を積極的に展開していくことが必要である

(水田，2010)。 

肢体不自由者のスポーツ参加・継続の要因とし

て，障害者と健常者という枠組みを取り除いたス

ポーツ活動の経験の必要性やそれを小児期からの

経験することの重要性が示唆されている(大川，

2010)ことからも，肢体不自由児がインクルーシ

ブ体育を経験することは学校卒業後もスポーツを

していく上で重要な要素の一つであるといえよう。 

しかし現状として，通常の学校において肢体不

自由児は健常児と一緒に活動することが難しく，

体育授業の機会が保障されない場合や「お客さん」

状態になることが多いと報告されており(松浦，

2006 他)，このような体育授業の実施や参加・活

動機会の少なさは，肢体不自由のある子ども達が

スポーツを諦めてしまう状況を作り出してしまう

ことに繋がりかねない。 

Ⅱ 目的 

小学校における肢体不自由児のインクルーシブ

体育の今後の展開に関する課題を明確にし，実施

上の課題解決のための方略を検討するため，以下

の 3点を明らかにする。 

1 小学校における肢体不自由児の体育に関する 

指導の実態 

2 体育指導に対する教師の意識 

3 インクルーシブ体育を実施するための具体的

な工夫 

Ⅲ 研究倫理に関する事項 

 研究を進めるにあたり，学内の研究倫理審査委

員会の承認(承認番号：2016-40)を受けた。 

Ⅳ 研究Ⅰ 

1 目的 

小学校における肢体不自由児のインクルーシブ

体育の実態及び体育指導に対する教師の意識につ

いて明らかにする。 

2 方法 

文部科学省指定の平成 25年度インクルーシブ

教育システム構築モデル地域(交流及び共同学習)

の小学校のうち，上下肢及び体幹の著しい機能障

害等の定義(三島・安藤，2015)に当てはまる肢体

不自由児が在籍しており調査協力が可能との回答

があった小学校 15校の教師 15名を対象として郵

送による質問紙調査を実施した。予備調査で確定

した①回答者の属性，②肢体不自由児の体育及び

インクルーシブ体育の実態，③体育指導への教師

の意識の項目について回答を求めた。 

3 結果及び考察 



 

 

図 2 小学校体育科の学習指導要領に示されている各運動領域の実施率 

1) 回収率 

15名中 12名から回答を得た(回収率 80%)。 

2) 肢体不自由児のインクルーシブ体育の実態 

体育授業の実施形態を尋ねたところ，体育授業

全てを通常又は特別支援学級で実施しているとい

う回答に限らず両学級を使い分けている回答もあ

り，教師は「多様な学びの場」(文部科学省，2012)

を用意し体育授業を展開していることが推察され

た。また，「体育授業を実施していない」という回

答者は一人もおらず，頻度の違いはあれど小学校

においても体育授業が実施されていた(図 1)。先行

研究と同様に体育の時間を自立活動に替えて指導

しているという回答も複数あったが，普段は自立

活動に置き換えながらも行事前に体育を実施して

いるという回答がほとんどであった。 

また，体育的行事において取り上げられること

が多い種目を含んでいる運動領域が通常の学級で

実施(予定)されることが多かったことや体育の時

間を自立活動に置き換えつつも行事前は体育を実

施しているという回答を複数得たことから，行事

への参加を目指した体育やインクルーシブ体育の

実施も多いことが推察され，肢体不自由児の恒常

的な体育授業への参加機会の保障に向けては未だ

に課題があることが示唆された。 

インクルーシブ体育においては，「肢体不自由児，

健常児の各々に合う内容を考える事」「肢体不自由

児への心理的ケア」「課題をこなすこと」「車いす

使用による動作制限」に課題や難しさを感じてい

た。そういった困難に対し，「実態把握の徹底」「健

常児に説明した上での特別ルールの設定」「所属感

や満足感，充実感が得られる指導」「学習課題の精

選」等の工夫がされていた。 

草野(2008)は，体育は運動能力の個人差は大き

く開いていても，能力差を埋めながら学習を行う

ことができる点で他の教科に比べてインクルージ

ョンをしやすいと述べている。しかし実際は「健

常児との能力差が大きくどちらにもプラスになら

ない」といった内容が今後も実施をする予定がな

い理由として挙げられており，肢体不自由児はそ

の障害特性から能力差への課題意識は未だに根強 

く，教員たちにとって大きな壁になっていること

が推察された。 

また，筋ジストロフィー等の進行性の疾患があ

る児童の指導に苦慮している実態も看取された。 

長谷川(2004)の実践に代表されるような体育理

論的な内容である「みる」スポーツ参加の視点を

児童に実態に応じて小学校段階での体育授業にお

いても取り扱っていくことでより柔軟に体育授業

の展開が可能になり，児童のスポーツ参加が促進

されるのではないだろうか。 

困難に対しては，「実態把握の徹底」「健常児に

説明した上での特別ルールの設定」「所属感や満足

感，充実感が得られる指導」「学習課題の精選」等

の工夫がされていた。未実施校の未実施の理由か

ら，肢体不自由児のインクルーシブ体育を推進す

るためには「安全面の確保」「個に応じた行い方(合

理的配慮)」「双方の学習が保障される内容」に関

する方法や知識・情報を提供することや十分な人

員配置を可能にするための体制を整えることの必

要性が示唆された。 
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2) 体育指導に対する教師の意識 

回答者全体の傾向として，肢体不自由児の目標

に関しては意欲や態度といった面に関する目標へ

の重要が高かった。逆に，技能を高めることや学

外のスポーツ施設を活用できるようになるという

目標内容が低かったことから，小学校段階におい

ては「運動への意欲」を高めることに重要視して

おり，直接的に余暇に繋げるという目標への意識

は低いことが看取された。 

渡邉ら(2007)は，特別支援学校の体育の教育課

程の調査を実施し，小学部においては児童の日常

生活における基本的な運動を身につけさせていく

ことを重視しており，学部段階があがるにつれ余

暇活動の充実を意識したものとなっていたと報告

している。肢体不自由児が実施(予定)していた運

動領域や自立活動での活動内容も踏まえながら本

結果を鑑みると，小学校において肢体不自由児を

担任している教師の意識は特別支援学校の教師と

同様の傾向があることが示唆された。 

インクルーシブ体育の実施頻度別にクロス集計

を行い群間の教師の意識の平均値が 1以上違う項

目を検討した結果，インクルーシブ体育の実施頻

度が高い教師は低い教師と比べ，体育の重要性や

有効性を高く感じており，評価法への工夫にも積

極的であった。インクルーシブ体育の実施頻度が

低い教師は高い教師と比べ，少人数指導の有効性

や指導のしやすさを感じている反面，指導法や実

施できる種目がわからないと感じており，インク

ルーシブ体育に対しては健常児と肢体不自由児双

方への学習保障や健常児の負担への懸念を感じて

いることが示された。            

実施頻度が低かった教師に対しては，肢体不自

由児にとっての体育の重要性への意識を高めるこ

とや，指導法に関する知識・情報を提供すること，

インクルーシブ体育への不安感を軽減するための

支援を講じることで，体育そのものやインクルー

シブ体育への肯定的な意識が高まるのではないだ

ろうか。肢体不自由児の体育授業を保障し，イン

クルーシブ体育を推進していくためには，そうい

った支援を教師に対しても行っていくことが必要

だと推察された。 

Ⅴ 研究Ⅱ 

1 目的 

 小学校における肢体不自由児のインクルーシブ

体育の成果及び課題とその対応の具体について事

例的に明らかにする。 

2 方法 

研究Ⅰの対象の中でインタビュー調査への協力

が可能とあった 2名(B教諭及び D教諭)を対象と

し，40分程度の半構造化面接を実施した。①肢体

不自由児の実態，②インクルーシブ体育の困難と

対応及び成果の具体，③生涯スポーツへの考えに

ついて回答を求めた。 

3 結果及び考察 

 B教諭は肢体不自由児と健常児の双方に成果が

あるとした。また，D教諭は肢体不自由児に成果

があるとした。教師は，技能を身に付けるための

学習の保障，できたことを周囲に認められる環境

の設定，肢体不自由のある他者と共に活動する機

会の設定をすることで肢体不自由児の意欲を高め

ていた。また，肢体不自由児と健常児が共にアダ

プテッド・スポーツを体験する機会の設定，教師

がスタンスを明確にしてかかわり方のモデルを児

童たちに示すといったことも成果に繋がる要因と

推察される。困難や課題として，激しい接触が予

想される単元や水泳等の安全面の懸念が大きい単

元，運動機能の制限により運動動作の再現が難し

いものへの参加方法等への課題が挙げられたが，

道具やルール，人員，場の設定，評価方法に関す

る工夫を講じて参加できるようにしていることが

わかった。 

インクルーシブ体育を実施する際には偶有性の

あるルールづくりのために試行錯誤することや，

双方への学びを保障するためにも，参加の仕方や

ルールの工夫を教師が提供するのではなく，肢体

不自由児及び健常児も含めて考えさせるという視

点を持つことの重要性が示唆された。また，B教

諭の，生涯スポーツ実施への考えと自立活動にお



 

 

ける取り組み内容，D教諭の，肢体不自由児自身

にも参加方法や工夫を考えさせるという視点から，

肢体不自由児の体育学習は自立活動の要素を取り

入れながら進めていくことで成り立つことが改め

て示された。 

Ⅵ 総合考察 

研究Ⅰ及び研究Ⅱの結果から，小学校における

肢体不自由児のインクルーシブ体育に関して以下

の視座を得た。 

ほとんどの小学校において頻度の違いは推察さ

れつつも，インクルーシブ体育が実施されていた。

その背景には，学校行事への参加や交流及び共同

学習の推進が求められている現在において体育科

における「障害理解」「かかわりあい」への有効性

が認識されていることが示唆された。 

 また，回答者のほとんどが「体つくり運動」の

単元を実施(予定)していたことや，自立活動の時

間において各種の基本動作についての学習を実施

していること，研究ⅡにおけるB教諭の語りから，

回答者の多くが担当する肢体不自由児の身体面の

発達を促すための指導を重視し，時間をかけて取

り組んでいることが看取された。 

 「多様な学びの場」を用意し，柔軟に対応して

いることが看取されたことから，健常児とともに

学習する機会，肢体不自由のある児童とともに学

習する機会を児童の様子を見て設定しつつ，それ

ぞれの学級や集団のメリットを考慮した学習を検

討していくことが重要であり，教員は児童本人や

保護者も交えて話し合いながら学習の場を選択す

ることが必要であることが改めて示された。 

 回答者の多くが安全面への意識を高く持ち，肢

体不自由児の体育授業を実施していることが示さ

れたと同時に，安全面が確保されない限り，イン

クルーシブ体育の実施は難しいことが推察された。 

 インクルーシブ体育を実施するにあたっては，

参加している肢体不自由児・健常児の双方に学び

が求められることからも，肢体不自由児と健常児

の双方がかかわり合いや相互理解といった面のみ

ならず，教科の学習内容を保障できるような目標

の設定やカリキュラムを構成すること，研究Ⅱに

おいて D教諭が述べていたような，「参加者みん

なで考える」といった視点を基盤とし授業を創り

上げていくことが必要であると示唆された。 

 また，肢体不自由のある児童が体育を行うに当

たっては，自立活動の内容を切り離すことはでき

ないし，また，切り離すべきではない。「体育科」

という教科内容の知識を名詞とし，「自立活動」の

観点を動詞として目標を明確化し双方を関連させ

て授業を計画・実践していくことでより効果的な

学習が可能になることが示唆された。 

 

 文献 

長谷川哲(2004)菅野敦・橋本創一・林安紀子・大伴潔・池田 

 一成・奥住秀之編著，障害者の発達と教育・支援―特別支 

 援教育/生涯発達支援への対応とシステム構築．山海堂． 

金山千広(2013)日本におけるアダプテッド・スポーツの現状 

 と課題：インクルージョンの普及に伴う学校体育と地域ス 

 ポーツ．広島大学大学院総合科学研究科学位論文． 

草野勝彦・西洋子・長曾我部博・岩岡研典(2008)インクルー 

 シブ体育の創造-共に生きる授業構成の考え方と実践-．市 

 村出版． 

松浦孝明(2006)小・中学校の肢体不自由を有する児童生徒の 

 体育授業-現状と授業の充実のために求められていること-． 

 筑波大学附属桐が丘養護学校研究紀要，42，80-85． 

三嶋和也・安藤隆男(2015)肢体不自由児を担任する通常学級 

 教師の負担感と関連要因．障害科学研究，39，113-124． 

水田修(2010)「インクルーシブ体育」の展望と課題に関する 

 一考察．兵庫教育大学学位論文． 

大川まみ(2010)肢体不自由者のスポーツ継続に関するモチベ 

 ーション．兵庫教育大学学位論文． 

笹川スポーツ財団(2016) 平成27年度スポーツ庁委託調査『地 

 域における障害者スポーツ普及促進事業(障害者のスポー 

 ツ参加促進に関する調査研究)』報告書． 

渡邉貴裕・橋本創一・菅野敦・中村勝二(2007)特別支援学校 

 における体育の教育課程に関する調査研究．発達障害支援 

 システム学研究，6，2，45-51． 


